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令和４年度当初予算案の概要 

【1】 編 成 方 針 
 

府財政は、景気の持ち直しの動きを背景に、府税収入が概ねコロナ前の水準に回復する見込

みであるものの、義務的に負担する社会保障関係経費が増大し続けるなど、今後も多額の収支不

足が生じる見込みです。また、新型コロナウイルス感染症による影響や原材料価格の動向等によ

る景気の下振れリスクがあるなど、依然として予断を許さない状況です。 

このため、今回の予算編成においては、引き続き財政規律を堅持しつつ、「府政運営の基本

方針 2022」を踏まえ、新型コロナウイルス感染症から府民の命とくらしを守り、社会経済活動を

回復させることに加え、再び大阪を成長軌道に乗せ、飛躍させていくための施策に限られた財

源を重点的に配分しました。 

 

【2】 予 算 規 模  

区 分 R ３ 当 初 R ４ 当 初 増 減 額 前 年 度 比 

一 般 会 計 35,086 37,798 2,712 107.7 

特 別 会 計 28,505 29,087 582 102.0 

計 63,591 66,885 3,294 105.2 
   (各表においては、端数処理の関係上、合計と内訳が一致しない場合がある。) 
   
 

 

 

Ø 令和４年度当初予算は過去最大の予算規模 

Ø 社会保障関係経費や、新型コロナウイルス感染症対策などの一般施策経費が増加（P4、5） 

Ø 一方、府税収入は、景気の持ち直しの動きを背景に、概ねコロナ前の水準に回復する 

見込み。（P7、8） 

Ø その結果、収支均衡のための財政調整基金の取崩額は、前年度から減少（P10） 
 

 

 
（一般会計予算規模における増減の主な理由） 

・新型コロナウイルス感染症対策費の増（＋１,７０３億円）や大阪府営業時間短縮等協力金支給

事業費の増（＋１，４８９億円） 

・中小企業向け制度融資に係る預託金の減（▲１，３８４億円） 

・支出が義務付けられている社会保障関係経費の自然増などによる増（＋１６７億円） 

 

 

○一般歳出ベース：３兆１，０６０億円、前年度当初比 １１０．０％、２，８２１億円の増。 

（公債費、税関連歳出、基金への積立金を除く歳出合計） 

○義 務 的 支 出：１兆９，１６４億円、前年度当初比 １０１．１％、２０２億円の増。 

（人件費、公債費、税関連歳出、社会保障関係経費（義務的経費）の合計） 

  

単位：億円、％ 

○全体の特徴 

資料１ 
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・一般会計当初予算の推移                                     単位：億円 
 

H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ R１ R２ 
R３ R４ 

当初 当初 補正後 

歳出総額 

 （調整前） 

一般歳出 

27,837 

（30,713） 

22,484 

28,361 

（32,886） 

22,249 

28,215 

（32,772） 

22,062 

26,393 

（30,866） 

19,803 

25,543 

 

19,513 

25,983 

 

20,098 

26,368 

 

19,841 

35,086 

 

28,240 

46,375 

 

37,736 

37,798 

 

31,060 

＊H29 年度以前の歳出総額は、地方消費税清算特別会計の設置（平成 30 年 4 月）に伴い、関連予算を調整した後の数値。 

 

【3】 一般会計の内訳 

１ 歳 出 

 

○人 件 費：７，０１４億円（前年度当初比 １０１．５％、＋１０２億円） 

給与改定の実施（期末手当）による減少があるものの、市立高等学校等の一

元化による教職員定数の増加などにより、１０２億円の増。 
 

 

令和４年度 対前年度比 

・条例定数 

（一般会計） 

知事部局 

教育庁（小中高等学校教職員等） 

公安委員会（警察職員） 

その他 

7,250 

44,087 

23,292 

194 

人 

人 

人 

人 

0 

＋ 1,277 

0 

0 

人 

人 

人 

人 

 計 74,823 人 ＋ 1,277 人 

 

 

・人件費の推移                                            単位：億円 

 H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ 

決算 

R２ 

決算 

R３ R４ 

当初 当初 補正後 

人 件 費 

給 料 等 

退職手当 

8,340 

7,536 

804 

8,235 

7,480 

755 

8,240 

7,514 

726 

6,793 

6,285 

508 

6,726 

6,222 

504 

6,736 

6,269 

467 

6,671 

6,231 

440 

6,912 

6,463 

449 

6,710 

6,268 

441 

7,014 

6,568 

446 
 

 

 

 

＜参考１＞令和３年度の主な給与改定について 
１ 期末手当を０．１５月分引下げ        【実施時期：令和３年１２月期】  
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○公 債 費：３，３１２億円（前年度当初比 １００．１％、＋２億円） 

臨時財政対策債等の発行額の減により、府債の元金償還が減少するもの

の、過去に発行した府債の減債基金への積立時期の到来による積立金の

増加などにより、２億円の増。 
 

 

・公債費、府債残高の推移（一般会計）                              単位：億円 

 H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R1 

決算 

R２ 

決算 

R３ R４ 

当初 当初 補正後 

公 債 費 

(参考)府債残高 

3,182 

54,334 

3,266 

53,797 

3,141 

53,691 

3,128 

53,661 

3,159 

53,626 

3,260 

53,575 

3,237 

54,042 

3,310 

56,203 

3,308 

55,523 

3,312 

54,368 

＊府債残高は、臨時財政対策債等を含む数値。府債残高については、９ページ参照。 

 

 

 

 

○建設事業費：

 

１，６８０億円（前年度当初比 １００．９％、＋１４億円） 

南海トラフ巨大地震対策や大阪の成長を実現する新たなインフラ整備な

ど、府にとって必要性・緊急性が高い事業について、計画的に整備を推

進。 

 

 

・補助事業費：

 

８２８億円（前年度当初比 ８５．７％、▲１３８億円） 

南海トラフ巨大地震対策、安威川ダム建設の事業進捗による減少や、道路

などの整備にかかる国庫補助事業の減少などにより、１３８億円の減。 

 

・単独事業費：

 

８５２億円（前年度当初比 １２１．７％、＋１５２億円） 

ファシリティマネジメント基本方針に基づく公共施設等の更新・修繕や、大

阪健康安全基盤研究所の一元化施設整備、大阪公立大学新キャンパス整

備関連事業の進捗などにより、１５２億円の増。 
 

 

・建設事業費の推移                                         単位：億円 

 H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R1 

決算 

R２ 

決算 

R３ R４ 

当初 当初 補正後 

建設事業費 

補  助 

うち国直 

単  独 

1,683 

916 

85 

767 

1,561 

776 

75 

785 

1,617 

851 

108 

766 

1,513 

855 

58 

658 

1,5９2 

902 

73 

690 

1,519 

886 

84 

634 

1,469 

971 

106 

497 

1,666 

965 

95 

700 

1,580 

970 

113 

610 

1,680 

828 

83 

852 
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○一般施策経費： 

 

２兆１，９５４億円（前年度当初比 １１３．２％、＋２，５５８億円） 

支出が義務付けられている社会保障関係経費の自然増や、新型コロナウ

イルス感染症対策関連経費（新型コロナウイルス感染症対策費や大阪府

営業時間短縮等協力金支給事業費など）などにより、２，５５８億円の増。 

 

・一般施策経費の推移                                        単位：億円 

 H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ 

決算 

R２ 

決算 

R３ R４ 

当初 当初 補正後 

一般施策経費 

うち貸付金 

うち補助金等 

11,257 

3,558 

5,674 

10,965 

3,334 

6,044 

10,647 

3,049 

6,108 

10,337 

2,661 

6,144 

10,046 

2,483 

5,770 

10,156 

2,278 

6,039 

21,697 

8,730 

10,976 

19,396 

8,987 

8,117 

30,976 

7,729 

18,774 

21,954 

7,687 

11,351 

＊社会保障関係経費の状況については、５ページ参照。 

 

 

 

 

≪主なもの≫              R４当初 

・中小企業向け制度融資預託金 

・新型コロナウイルス感染症対策費 

・国保・後期高齢者医療関係費 

・大阪府営業時間短縮等協力金支給事業費  

・介護給付費負担金 

・私学関係助成 

７，５２９

３，２３４

２，１７９

１，４８９

１，１５７

８７６

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

・障がい者自立支援給付費等負担金 

・施設型給付費等負担金 

・新型コロナウイルス感染症宿泊施設確保等事業費 

・新型コロナウイルス感染症対応資金融資利子補給金 

・地域医療介護総合確保基金事業費 

６４２

４８１

３７５

２４１

２０５

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

≪増減の大きいもの≫  R３当初→R４当初  

（補助金等） （貸付金） 

・中小企業向け制度融資預託金 

 

（その他＊） 

・新型コロナウイルス感染症宿泊施設確保等事業費  

・新型コロナウイルス感染症対策費 

・国民健康保険特別会計繰出金 

・大阪コロナ大規模医療・療養センター運営事業費  

＊物件費、繰出金、投資及び出資金 

 

・大阪府営業時間短縮等協力金支給事業費  

・新型コロナウイルス感染症対策費 

・介護職員等処遇改善支援補助金 

・介護給付費負担金 

・障がい者自立支援給付費等負担金 

・看護師等処遇改善事業費 

・２０２５日本万国博覧会推進事業費 

 

（積立金） 

・地域医療介護総合確保基金積立金 

 

＋１，４７５

＋１，３５３

＋１３０

＋６３

＋４５

＋４４

＋２０

＋９

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

億円 

 

 

億円 

 

▲１，３８４ 

 

 

＋２９８ 

＋２５１ 

＋１９ 

＋１８ 

億円 

 

 

億円 

億円 

億円 

億円 
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■令和４年度当初予算における社会保障関係経費の状況 

 

＜社会保障関係経費の内訳＞ 

・ 社会保障関係経費（一般財源ベース）は、前年度当初比で 104.4％、257億円の増。 
単位：億円 

科目等 
R3当初 R4当初 増 減 

総 額 
 

総 額 
 

総 額 
 

一般財源 一般財源 一般財源 

福祉費 

社 会 福 祉 費  

社会福祉施設等退職手当共済費補助金など 
49 

(16) 

34 

(16) 

57 

(23) 

41 

(23) 

8 

(7) 

7 

(7) 

障がい者福祉費  
障がい者自立支援給付費等負担金や自立 

支援医療費（更生医療）給付費など 

832 

(678) 

808 

(675) 

916 

(721) 

850 

(718) 

84 

 (43) 

42 

(42) 

高齢者福祉費  
介護給付費負担金や低所得者保険料軽減 

負担金など 

1,379 

(1,204) 

1,243 

(1,204) 

1,535 

(1,261) 

1,300 

(1,261) 

156 

(57) 

57 

(57) 

児 童 福 祉 費  
保育所等にかかる施設型給付費等負担金や 

児童福祉施設事業費など 

1,142 

(954) 

988 

(879) 

1,209 

(969) 

1,006 

(892) 

67 

(15) 

18 

(13) 

生 活 保 護 費  
生活保護給付費など 

53 

(50) 

29 

(28) 

51 

(48) 

27 

(27) 

▲1 

(▲1) 

▲2 

(▲2) 

健 康 

医療費 

公衆衛生費等 
新型コロナウイルス感染症対策事業費や 

措置入院及び通院医療費、難病対策費など 

2,316 

(311) 

428 

(141) 

4,211 

(319) 

528 

(157) 

1,895 

(7) 

100 

(16) 

医 薬 費  
後期高齢者医療給付費負担金や国民健康 

保険基盤安定事業費負担金など 

2,326 

(2,148) 

2,175 

(2,128) 

2,369 

(2,197) 

2,221 

(2,178) 

43 

(48) 

46 

(50) 

教育費 
文 教 諸 費 等  
私立幼稚園等にかかる施設型給付費等負担 

金や私立専門学校授業料等減免事業費など 

192 

(192) 

 169 

(169) 

184 

(184) 

157 

(157) 

▲8 

(▲8) 

▲12 

(▲12) 

合  計 
8,289 

(5,554) 

5,873 

(5,241) 

10,532 

(5,721) 

6,130 

(5,413) 

2,243 

(167) 

257 

(172) 

＊ （ ）内は、法令等によって支出が義務付けられている経費の額。 
＊上表の数値は職員人件費を含まない。 

＊公衆衛生費等は、環境衛生費、保健所費を含む。 
＊文教諸費等は、文教諸費及び大学費のうち、消費税率引上げによる幼児教育・保育の無償化、高等教育の無償化にかかる経費 
（国制度分）の額。 

 

 

＜地方消費税増収分と社会保障関係経費＞ 

・地方消費税率引上げによる増収額（1,122億円）は、全額を社会保障関係経費（6,130億円）の財源 

として活用。 

単位：億円 

 R3当初 R4当初 増減 

【歳入】 地方消費税のうち社会保障財源相当額（市町村への交付金を除く） 1,062 1,122 60 

【歳出】 社会保障関係経費（一般財源ベース） 5,873 6,130 257 
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○減債基金への積立て：１７２億円（前年度当初比 ７５．４％、▲５６億円） 

 

＊財政再建団体転落回避のため、平成１３～１９年度の間に、減債基金から合計５，２０２

億円の借入れを実施したため、減債基金残高が積立てておくべき額に比して不足。 

＊平成２１年度より、減債基金残高の復元を計画的に実施。令和６年度までの復元完了を

めざし、令和４年度は１７２億円を積立て。 

 

 

（参考１）減債基金復元額の推移                              単位：億円 

 H２１ 

決算 

H２２ 

決算 

H２３ 

決算 

H２４ 

決算 

H２５ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

減債基金復元額 

(うち当初予算) 

 (決算剰余金 1/2相当額) 

(そ の 他) 

52 

 

(52) 

383 

(228) 

(155) 

514 

(385) 

(129) 

313 

(260) 

(53) 

 

766 

(320) 

(61) 

(385) 

392 

(280) 

(112) 

 

299 

(280) 

(19) 

 

303 

(276) 

(27) 

 

復元額累計 

積立不足額 

52 

5,150 

435 

4,767 

949 

4,253 

1,262 

3,940 

2,028 

3,174 

2,420 

2,782 

2,719 

2,483 

3,022 

2,180 
 

 

 

 

 

 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ 

決算 

R２ 

決算 

R３ 

最終 

R４ 

当初 

284 

(273) 

(11) 

 

285 

(271) 

(14) 

 

294 

(269) 

(25) 

 

408 

(264) 

(144) 

 

393 

(228) 

(165) 

172 

(172) 

 

3,306 

1,896 

3,591 

1,611 

3,885 

1,317 

4,293 

909 

4,686 

516 

4,858 

344 

 

 

（参考２）実質公債費比率算定上の積立必要額との差引の推移            単位：億円 

 H２１ 

決算 

H２２ 

決算 

H２３ 

決算 

H２４ 

決算 

H２５ 

決算 

H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

積 立 必 要 額 

上記に対応する基金残高 

6,352 

1,418 

6,847 

1,665 

7,677 

1,865 

8,724 

2,817 

8,577 

3,535 

8,611 

4,125 

8,261 

3,861 

8,001 

3,699 

差引 ▲4,934 ▲5,182 ▲5,812 ▲5,907 ▲5,042 ▲4,486 ▲4,400 ▲4,302 
 

 

 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ 

決算 

R２ 

決算 

R３ 

最終 

R４ 

当初 

8,237 

4,235 

8,452 

4,899 

8,760 

5,757 

8,605 

6,559 

9,426 

7,889 

10,052 

8,640 

▲4,001 ▲3,553 ▲3,003 ▲2,046 ▲1,537 ▲1,412 
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２ 歳 入 

 

○歳入全体の特徴 

 

・実質税収は増加、地方交付税等は減少 

府税収入は、景気の持ち直しの動きを背景に、企業業績の改善等により、前年度当初

比１１３．６％、１，６５２億円の増（実質税収は、前年度当初比１２２．９％、２，２７４億円

の増）。 
 

 
 

また、臨時財政対策債を含む地方交付税については、前年度当初比５８．２％、 

２，３６３億円の減。 

 

 ・国庫支出金は増加 

   新型コロナウイルス感染症の感染状況等を踏まえた対策の拡充に伴う、新型コロナウイ

ルス感染症緊急包括支援交付金や、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交

付金の増加により、国庫支出金は前年度比１９７．６％、３，６１８億円の増。 

 

 ・府債発行は減少 

減収補塡債や臨時財政対策債の減少により、府債は前年度当初予算比 

３５．２％、２，６８８億円の減。 

 
 

 

 

○府税収入 

・令和４年度見込み 

 

１兆３，７７１億円 （前年度当初比 １１３．６％  ＋１，６５２億円） 

・実質税収 １兆２，２１３億円 （前年度当初比 １２２．９％  ＋２，２７４億円） 

 

＊景気の持ち直しの動きを背景に、企業業績の改善等により、法人二税を中心に令和３年度当初

予算と比べ増収。 

法人二税 ４，６０１億円 （前年度当初比 １３６．１％ ＋１，２２２億円） 

地方消費税 ４，１２１億円 （前年度当初比 １０５．１％ ＋２００億円） 

個人府民税 ３，０３０億円 （前年度当初比 １０５．２％ ＋１５０億円） 

＊うち森林環境税は、１３億円（前年度当初比１０４．５％） 

宿泊税 ７億円 （前年度当初比 １１２．０％ ＋１億円） 

 
 
 

  

前年度最終予算比  

府税収入… ９９．２％、１１６億円の減   実質税収… １００．４％、５２億円の増 
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・府税収入の推移                                           単位：億円 

 H２ 

決算 

H１９ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R1 

決算 

R２ 

決算 

R３ R４ 

当初 当初 補正後 

府税収入 

 

実質税収 

法人二税 

 

14,731 

 

13,510 

7,982 

13,425 

 

11,591 

5,667 

12,992 

 

12,045 

4,080 

 

13,289 

 

11,667 

4,285 

 

12,778 

 

11,890 

4,419 

 

13,039 

 

12,359 

4,702 

 

12,813 

 

11,347 

4,103 

 

12,119 

 

9,939 

3,380 

 

13,887 

 

12,161 

4,457 

13,771 

 

12,213 

4,601 

 

＊平成 29 年度以前の府税収入は、地方消費税清算特別会計の設置（平成 30 年 4 月）に伴い、関連予算を調整した後の数値。 

＊実質税収は、（府税＋譲与税＋精算金収入）－（税関連の市町村交付金、精算金支出、還付金等）。 

＊法人二税のピークは、平成元年度（８，３５２億円）。 

 

 

 

○地方譲与税：１，５５５億円（前年度当初比 １５５．１％、＋５５２億円） 

・うち特別法人事業譲与税：１，５１５億円 （前年度当初比 １５７．０％、＋５５０億円）  

 

＜参考２＞特別法人事業譲与税 

 地方法人課税の偏在是正措置のため、令和元年 10 月１日以後に開始する事業年度から、法人事業税（地

方税）の一部を特別法人事業税（国税）とし、その全額を人口を基準として都道府県に譲与（不交付団体に譲

与制限あり）。（制度改正の影響は、令和２年度で通年化） 

 

 

○地方交付税：２，９６６億円 （前年度当初比 １０３．９％、＋１１０億円） 

・臨時財政対策債を加算した額：３，２９３億円（前年度当初比 ５８．２％、▲２，３６３億円） 

  

＊令和３年度国補正予算に伴う普通交付税の再算定において措置された額の一部(※1)を活用し、 

府債残高の増嵩を抑制するため、令和４年度の臨時財政対策債の発行額を調整。 

  （発行可能額見込１,０００億円のうち、６７３億円を減額し、３２７億円の発行を見込む。） 
   

(※１) 令和３年度の臨時財政対策債を償還するための経費として算定された額（８０３億円）のうち、 

令和３年度臨時財政対策債の発行額縮減に活用した１３０億円を除いた残余。 

 

 

・地方交付税の推移                                         単位：億円 

 H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R1 

決算 

R２ 

決算 

R３ R４ 

当初 当初 補正後 

地方交付税 

[臨時財政対策債] 

 

2,764 

[2,630] 

(5,394) 

2,826 

[1,835] 

(4,660) 

2,764 

[1,519] 

(4,283) 

2,448 

[1,515] 

(3,962) 

2,360 

[1,532] 

(3,892) 

2,478 

[1,389] 

(3,867) 

2,594 

[1,386] 

(3,980) 

2,856 

[2,800] 

(5,656) 

3,797 

[2,800] 

(6,597) 

2,966 

[327] 

(3,293) 

＊（ ）内は、臨時財政対策債を加算した数値。 
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○ 府  債 ：

 

１，４６０億円（前年度当初比 ３５．２％、▲２，６８８億円） 

通常債（※）は増加するものの、税・地方交付税の代替として発行する減収

補塡債や臨時財政対策債の減少により、府債は２，６８８億円の減。 

 （※）地方財政法第５条に基づき公共施設又は公用施設の建設事業費等の財源に充当する 

地方債。 

 

・通常債 

・減収補塡債 

・臨時財政対策債 

・行政改革推進債 

９６９億円 

７９億円 

３２７億円 

８５億円 

（前年度当初比  １１６．２％ 

（前年度当初比   １７．８％ 

（前年度当初比   １１．７％ 

（前年度当初比  １２３．７％ 

＋１３５億円） 

▲３６６億円） 

▲２，４７３億円） 

＋１６億円） 
 

⇒ 臨時財政対策債等を除いた府債残高は、平成１９年度以降減少。全会計の府債残高は

前年度に比べて減少。 
 

・府債発行額の推移                                            単位：億円 

 H２６ 

決算 

H２７ 

決算 

H２８ 

決算 

H２９ 

決算 

H３０ 

決算 

R１ 

決算 

R２ 

決算 

R３ R４ 

当初 当初 補正後 

一 般 会 計 

府債発行額 
3,379 2,757 2,939 2,404 2,413 2,314 3,087 4,147 3,661 1,460 

一 般 会 計 

府 債 残 高 
54,334 53,797 53,691 53,661 53,626 53,575 54,042 56,203 55,523 54,368 

全会計残高 

うち臨財債等残高 

うちその他残高 

63,751 

[30,561] 

[33,190] 

62,861 

[31,323] 

[31,538] 

62,327 

[31,925] 

[30,403] 

61,731 

[32,661] 

[29,069] 

61,402 

[33,089] 

[28,313] 

61,065 

[33,244] 

[27,822] 

61,374 

[33,898] 

[27,476] 

63,444 

[36,075] 

[27,369] 

62,713 

[35,550] 

[27,162] 

61,398 

[34,602] 

[26,795] 

＊臨財債等とは、臨時財政対策債、減税補塡債、減収補塡債及び臨時税収補塡債。 

 

 

○その他歳入：

 

１兆６７２億円（前年度当初比 ９５．３％、▲５２３億円） 

普通交付税の精算措置影響への対応及び臨時財政対策債の発行額調整のた

め、財政調整基金繰入金の増があるものの、中小企業向け制度融資預託金の

減による貸付金元利収入の減少などにより、その他歳入は５２３億円の減。 
 

・貸付金元利収入 

・財政調整基金繰入金 
（交付税是正等対応分） 

７，５８２億円 

９９６億円 

（前年度当初比 ８４．４％ 

（前年度当初比    

▲１，４００億円）

皆増  ）

 

（参考）令和３年度地方財政計画と府税収入等実績の乖離による後年度影響への対応 
 

令和３年度の普通交付税のうち、国の地方財政計画における国税・地方税見込みと府税等の実績との乖離

により生じた増収分については、翌年度以降の普通交付税算定において是正されることなどから、令和３年度

の歳入のうち必要な額を財政調整基金に積み立て、年度間の財政調整を行う。 

そのため、令和３年度末から令和５年度末の間の財政調整基金残高が一時的に増嵩する。 

 

【 積立額 （Ｒ３） １,６４２億円   取崩額 （Ｒ４） ９９６億円 （Ｒ５） ３２３億円 （Ｒ６） ３２３億円 】 
 

＊令和４年度は、普通交付税の精算措置影響への対応及び臨時財政対策債の発行額調整のため、 

９９６億円を取崩し。 
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○財政調整基金 

の取崩し 

：７９４億円 （前年度当初比 ８４．９％、▲１４１億円） 

一般施策経費（新型コロナウイルス感染症対策等）や社会保障関係経

費の増加があるものの、実質税収の増加により、財政調整基金の取崩

しは、１４１億円の減。 

 

 

 

・財政調整基金残高の推移                                     単位：億円 

年 度 H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ 

残 高 
6 

(434) 

78 

(1,256) 

784 

(1,385) 

711 

(1,438) 

1,037 

(1,500) 

1,039 

(1,612) 

843 

(1,602) 

544 

(1,479) 

584 

（1,475） 

1,117 

（1,489） 

 

 R１ R２ R３ R４        

 
1,148 

(1,562) 

1,043 

(1,706) 

507 

(2,037) 

1,244       

＊上段は当初見込み、下段は令和２年度までは決算額、令和３年度は１１号補正後見込み。 

＊上記残高には、後年度の普通交付税算定における是正等対応のための一時的な積立分を含まない。 

 

 （参考）財政調整基金の積立て・取崩しについて 

単位：億円 

 取崩額 積立額 残 高 

◆ 令和３年度当初予算編成 935  507 

◇ 
令和２年度決算取崩し 
（最終 265億円⇒決算取崩しなし） 

▲265  771 

◇ 令和２年度決算剰余金の 1/2編入  165 937 

◆ 令和３年度１号～１０号補正 258  678 

◆ 
令和３年度１１号補正 
（現計 1,193億円⇒最終 皆減） 

▲1,193  1,872 

◆ 令和３年度１１号補正 積立  166 2,037 

□ 令和４年度当初予算編成 794  1,244 
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【４】主な事業 

単位：千円 

（）：前年度予算 

命を守る最大限の感染症対策の推進     

 

１ 検査、医療・療養体制の確保 

○ 医療・療養提供体制の確保 289,583,490)  

【政策企画部、健康医療部】 (297,220,559)  

 ・医療機関に対する支援 217,462,423 (245,098,157) 

 医療機関等に対し、患者受入に必要な医療機器などの整備等に要する費用、病床確保に要す

る費用、消毒など感染拡大防止等に要する費用、医師・看護師の確保等に要する費用等を補助。 

 

※R3補正 

(7・11号) 

 ・大阪コロナ重症センターの運営 3,117,309 (3,711,434) 

 重症患者の受入体制を確保するため、大阪コロナ重症センターを運営するとともに、同センター

等で勤務する看護師を確保するため、看護師人材バンク事業を実施。 

 

 

 ・感染拡大時の医療提供体制の確保 6,569,834 (6,500,000) 

 急激な感染拡大期における重症病床等の確保に向け、施設を整備する病院を支援。また、医

療体制ひっ迫時等に入院患者の受入れに協力する医療機関を支援。 

 

※R3.7号補正 

 ・大阪コロナ大規模医療・療養センターの運営 1,799,485 (6,706,937) 

 軽症者等及び中等症患者を受け入れるための大阪コロナ大規模医療・療養センターの運営等

に必要な経費を負担。 

 

※R3補正 

(6・7号) 

 ・宿泊療養施設の確保 37,511,659 (27,190,842) 

 軽症者等を受け入れるための宿泊施設を確保し、運営に必要な経費を負担。 

 

※R3補正含む 

(3・7・11号) 

 ・入院・療養体制の確保 23,122,780 (8,013,189) 

 自宅療養を行う軽症者等への生活支援及び健康管理を実施するとともに、宿泊療養施設の医

療従事者や患者の搬送体制を確保。また、宿泊療養施設において、療養者の症状増悪等に対応

するため、必要な体制を整備。 

 

※R3補正 

(7・11号) 

 
○ 相談、診察・検査体制の整備・充実 63,155,259)  

【健康医療部】 (45,662,059)  

 ・相談体制の整備・充実 5,808,731 (1,523,305) 

 新型コロナウイルス感染症に関する府民向け一般相談窓口、感染が疑われる症状が出ている府

民向け受診相談センター、自宅待機者等の宿泊療養施設の手配や医療機関の案内等の支援を

行う自宅待機ＳＯＳを設置。また、政令市・中核市における相談窓口設置に要する費用を補助。 
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 ・検査体制の整備・充実 43,357,173 (39,240,138) 

 検査体制を整備・充実するため、医療機関等に対してＰＣＲ検査機器等の整備費用を補助する

とともに、大阪健康安全基盤研究所や民間検査機関等へのＰＣＲ検査等を委託。 

また、年末年始等に検査を行う医療機関を支援するとともに、高齢者施設や飲食店等における

感染拡大防止のため、スマホ検査センターを設置。 

さらに、日常生活や経済社会活動における感染リスクの引き下げ及び感染者の早期発見を目的

とし、無症状者を対象に無料で検査を実施する事業者に対し補助。 

 

※R3補正 

(7・11号) 

 ・入院医療費等の公費負担 13,989,355 (4,898,616) 

 新型コロナウイルス感染症患者等の入院医療費や検査費用の自己負担額を公費で負担。 

 

※R3.11号補正 

 
○ ワクチン接種体制の整備 20,990,453)  

【健康医療部】 (32,897,656)  
 新型コロナウイルスワクチン接種を促進するため、府による集団接種会場の運営や個別接種促

進等の支援をはじめ、広域調整を行う連絡会議の設置や広報・啓発の実施等により、接種体制を

確保。 

 

※R3補正 

(5・9号) 

 
○ 医療従事者への支援 5,336,234)  

【健康医療部】 (5,489,095)  
 新型コロナウイルス感染症患者の治療に携わる医療従事者への特殊勤務手当の支給や、宿泊施

設の確保を実施する医療機関に対して、当該費用を補助。 

また、新型コロナウイルス助け合い基金を活用し、医療及び療養に係る役務に従事する者を支援。 

 

※R3.11号補正 

 

２ 感染拡大防止の取組みの徹底 

○ 感染拡大防止対策事業 1,090,356)  

【政策企画部、スマートシティ戦略部】 (2,046,485)  
 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止、医療体制の確保等に向けた総合的な対策を推進

するための新型コロナウイルス対策本部の運営を行うとともに、飲食店における感染拡大防止対策

を徹底するための第三者認証制度の審査・現地確認等を実施。 

 

※R3補正含む 

(2・4・5号) 

 
○ 感染症研究の推進 31,219)  

【府民文化部】 (34,900)  
 感染症に強い都市づくりをめざすため、大阪公立大学と府市が緊密に連携し、大学の有する知

見を活用した感染症にかかる調査研究を実施するための経費を交付。 
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○ 社会福祉施設等における感染防止対策の推進 6,601,621)  

【福祉部】 (4,811,069)  
 社会福祉施設等が感染防止対策を講じながら業務継続するための人員確保等や介護施設等

の個室化・ゾーニング環境等の整備に要する費用を補助するとともに、感染防止対策の専門家を

施設に派遣する等、感染症対策を強化。 

 

 

 
○ 飲食店等への支援 148,876,996)  

【商工労働部】 (878,990,275)  
 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、府全域において営業時間短縮等の要請に

協力した飲食店等に対し、協力金を支給。 

 

※R3補正 

(1・2・3・5・7号) 

 

コロナ禍で打撃を受けた経済・産業の回復、雇用を支える取組みの推進   

 

１ 経済の力強い回復に向けた取組みの推進 

○ 国内旅行消費喚起事業 1,000,000)  

【府民文化部】 (550,000) 

≪一部新規≫ 

 

 新型コロナウイルス感染症により影響を受けている観光関連事業者の支援を目的に、観光需要

を喚起し消費を促進するため、魅力的なコンテンツによるイベントを開催することにより、来阪及び

府域周遊につなげるとともに、府内宿泊者に対し府内で使えるクーポンを付与するキャンペーンを

実施。 

 

 

 
○ 大阪文化芸術創出事業 300,000)  

【府民文化部】 (150,000)  
 新型コロナウイルス感染症により影響を受けている文化芸術団体等が実施する公演にかかる経

費や、大阪ゆかりのアーティストや演芸人等が公演・活動を行う機会及び府民が文化芸術に触れ

る機会を提供する文化芸術プログラムの実施にかかる経費を負担。 

 

 

 
○ 中小企業の新事業展開に向けた支援 44,000)  

【商工労働部】 ≪新規≫  
 新型コロナウイルス感染症による影響を受けている中小企業の成長を促進するため、新事業展

開に向けた伴走支援等を実施。 

 

 

 
○ 商店街への支援 412,218)  

【商工労働部】 (28,805) 

≪一部新規≫ 

 

 インバウンドの急減や外出自粛により影響を受けている商店街に対し、ニューノーマルに沿ったモ

デル商店街の創出や、国事業と連動した需要喚起、商店街店舗の魅力向上にかかる支援を実施。 
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○ 中小企業向け融資制度 752,880,500)  

【商工労働部】 (891,326,500)  
 事業に必要な資金を融資するため、預託を通じて金利を軽減し、中小企業の円滑な資金供給

の確保を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和 4～5 年度)29,419,000千円〕 

 

 

 

２ 雇用を守る取組み強化と新たな働き方への対応促進 

○ 民間人材サービス事業者と連携した緊急雇用対策 3,630,158)  

【商工労働部】 (3,821,176)  
 新型コロナウイルス感染症の影響による失業者に対し、民間人材サービス事業者と連携し求人

情報を発信するとともに、新たに求職者を雇い入れた事業主に対して支援金を支給。 

 

※R3.8号補正 

 
○ ＤＸ人材活躍推進事業 10,000)  

【商工労働部】 ≪新規≫  
 求職者向けのＤＸに関する総合案内窓口の設置や、公民連携講座による人材育成を通じて、 

ＤＸ関連の就職に関する総合的支援を実施。 

 

 

 
○ 電子契約システム運用事業 118,800)  

【総務部】 ≪新規≫  
 ＤＸの推進やテレワーク等の働き方改革を推進するため、府と事業者の双方向のオンラインやペ

ーパーレス化、契約案件の一元管理など、現行システムの再構築を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和 4～11 年度)1,869,708千円〕 

 

 

 
○ テレワーク推進事業 170,369)  

【スマートシティ戦略部】 (175,429)  
 府職員のテレワークを促進するためのネットワーク環境を継続して運用するとともに、テレワーク

用端末機を配備。 

 

 

 

くらしを支えるセーフティネットの充実     

 

１ 府民の生活・心身の健康を支える取組みの充実 

○ ＮＰＯ等社会課題解決活動支援事業 2,787)  

【政策企画部】 (2,787)  
 新型コロナウイルス感染症の影響で顕在化した社会課題に取り組むＮＰＯ法人等と民間との連

携事業について、情報発信等を実施。 
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○ 女性のための相談・支援 20,003)  

【府民文化部】 (20,172)  
 新型コロナウイルス感染症の影響により不安や悩みを抱える女性に対する支援を強化するた

め、ＳＮＳ相談を通年で実施。また、必要な情報や同じ悩みを抱える者同士が交流できる場を提供

するとともに、協賛企業等より提供を受けた生活用品等の配布・提供を実施。 

 

※R3.2号補正含む 

 
○ インターネット上の人権侵害の解消 2,748)  

【府民文化部】 (1,344)  
 インターネット上の人権侵害を解消するため、講演会を実施するとともに、啓発動画を用いた情

報発信を実施。また、被害者救済方策等を検討するため、有識者会議を開催。 

 

 

 
○ 不妊・不育症対策の推進 1,004,575)  

【健康医療部】 (3,149,219)  
 安心こども基金を活用し、令和 4 年度からの保険適用後においても、治療計画に支障が生じな

いよう、経過措置として年度をまたぐ一回の特定不妊治療に要する費用を助成。また、不育症検査

のうち先進医療として実施されるものに要する費用を助成。 

さらに、不妊・不育症に悩む方へのピア・サポート活動の支援やカウンセラーの配置など、不妊

専門相談センターでの支援体制を整備。 

 

 

 
○ 自殺対策強化事業 151,284)  

【健康医療部】 (109,421)  
 自殺対策を推進するため、電話相談や市町村職員等向け研修を実施するとともに、市町村等が行

う自殺対策事業に対し補助。また、若年者への自殺対策を強化するため、ＳＮＳ相談窓口を運営。 

 

 

 
○ 依存症対策強化事業 52,397)  

【健康医療部】 (37,199)  
 依存症対策を推進するため、予防啓発や相談支援体制を強化するとともに、医療機関を含む関

係機関職員への研修等を通じ連携体制を構築するなどし、依存症の総合的な支援体制を整備。 

 

 

 
○ 障がい者雇用Ｎｏ.1 に向けた企業の取組み促進 50,708)  

【商工労働部】 (51,401)  
 「障がい者雇用日本一・大阪」をめざし、障がい者の雇用機会拡大と職場定着の取組みに関す

るセミナー等を実施するとともに、事業者に対する雇用支援や職場体験実習を通じて障がい者の

雇用を促進。 
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２ 子どもたちの健やかな成長と学びを支える環境の充実 

○ ＳＮＳ等に起因した青少年の被害防止対策事業 2,879)  

【政策企画部】 (2,879)  
 ＳＮＳ等に起因した被害防止のため、青少年等に対しインターネット上で注意喚起するターゲテ

ィング広告や、大学生による出張講座等を実施。 

 

 

 
○ 大阪公立大学等授業料等支援事業 1,570,186)  

【府民文化部】 (2,133,074)  
 経済事情等により大阪の子どもたちが進学を諦めることなくチャレンジできるよう、国の高等教育

の修学支援制度に大阪府独自の制度を加え、大阪公立大学等の授業料等を支援。 

 

 

 
○ 子ども食堂における食の支援事業 57,476)  

【福祉部】 (4,8≪新規≫  
 子ども食堂の取組みを支援するため、府内の子ども食堂を対象に、食材の購入に利用できる

「おこめ券」及び「お肉のギフト券」を配付。 

 

 

 
○ 児童虐待対策の強化 77,625)  

【福祉部】 (62,926) 

≪一部新規≫ 

 

 児童虐待の未然防止・早期発見・早期対応を図るため、子どもや子育て中の保護者が相談しや

すいＬＩＮＥ相談窓口を大阪市、堺市と共同で設置。 

また、市町村の児童虐待対応力の向上を図るため、市町村職員向け研修動画を作成・配信。 

 

 

 
○ 弱視児・難聴児の早期発見・療育支援の推進 48,626)  

【健康医療部】 (18,626) 

≪一部新規≫ 

 

 「弱視」を早期に発見し、治療に繋げられるよう、府内市町村における 3 歳児健診での屈折検査

導入を支援。また、新生児の聴覚障がいの早期発見・早期療育が図られるよう、府内一元的な検

査体制を整備。 

 

 

 
○ ヤングケアラー支援体制の強化 80,583)  

【福祉部、教育庁】 ≪新規≫  
 ヤングケアラーの支援に向けて、フォーラムを開催するとともに、市町村職員等向け研修や実態

把握のための調査等を実施。 

また、府立高校に在籍するヤングケアラーを適切な支援につなげるため、スクールソーシャル 

ワーカーや学習支援員等を配置。 
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○ スクールカウンセラー及び学習支援員等配置事業 874,374)  

【教育庁】 (884,018)  
 コロナ禍で一層深刻化する児童の心のケアや保護者等の悩みの相談、教職員への助言・援助

等を行うため、スクールカウンセラーを配置。 

また、感染症対策のため、教員の増加する業務をサポートするスクールサポートスタッフや重症

化リスクの高い児童生徒への直接的な支援・介助等を行うための学習支援員を配置。 

 

 

 
○ 小中学校オンライン日本語指導事業 12,956)  

【教育庁】 ≪新規≫  
 少数散在している日本語指導が必要な児童生徒に対し、日本語能力の向上を図るため、一人

一台端末を用いたオンラインでの日本語指導を実施。 

 

 

 
○ 府立学校スマートスクール推進事業 3,267,207)  

【教育庁】 (2,587,769)  
 ＩＣＴを活用した教育を実現するために整備した一人一台端末を運用するとともに、ネットワーク

機器等の保守及びモデル事業等を実施。 

 

 

 
○ 大阪市立高等学校等の一元化＜一部再掲＞ 15,490,529)  

【教育庁】 (361,097)  
 令和 4 年 4 月から大阪市立の高等学校等が移管されることに伴う府立学校としての運営に必要

なＩＣＴ環境整備費や維持管理経費、公設民営学校運営費等。 

 

 

 

万博をインパクトにした大阪の成長・飛躍に向けた取組みの加速    

 

１ 成長をけん引する産業の創出、イノベーションの促進 

○ 成長戦略推進事業 50,000)  

【政策企画部】 ≪新規≫  
 成長戦略局を新たに設置し、2025 年大阪・関西万博を契機に大阪の成長を加速させるための、

新たな成長シーズの調査検討等を実施。 

 

 

 
○ 再生医療の産業化の推進 29,222)  

【商工労働部】 ≪新規≫  
 再生医療等のリーディング産業化をめざすため、府民の社会受容性を高めることを目的として、

2025 年大阪・関西万博のインパクトを活用して効果的に情報発信するための計画を策定。 
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○ 空飛ぶクルマ社会実装の推進 60,125)  

【商工労働部】 (20,000)  
 「空飛ぶクルマ」の 2025 年大阪・関西万博での体験や社会実装に向けた調査を実施するととも

に、事業者による実証実験費用の一部を補助。 

 

 

 
○ スタートアップの資金調達に向けた支援 29,975)  

【商工労働部】 ≪新規≫  
 スタートアップが抱える資金調達にかかる課題を解決し、スタートアップの成長を促進するため、

首都圏のベンチャーキャピタリストの大阪への呼び込みやファンドの組成促進を実施。 

 

 

 

２ スマートシティ化の推進による府民生活の質の向上に向けた取組みの加速 

○ スーパーシティ推進事業 27,702)  

【スマートシティ戦略部】 (28,000)  
 国によるスーパーシティ型国家戦略特別区域の指定後、「うめきた 2期地区」と「夢洲地区」にお

けるスーパーシティの実現に向けた基本構想の策定にかかる検討等を実施。 

 

 

 
○ 大阪広域データ連携基盤整備事業 339,125)  

【スマートシティ戦略部】 ≪新規≫  
 「うめきた 2期地区」と「夢洲地区」のスーパーシティにおけるデータ連携等を行うため、「大阪広

域データ連携基盤(ＯＲＤＥＮ)」を構築。 

 

 

 
○ スマートシニアライフ事業 453,225)  

【スマートシティ戦略部】 (102,663) 

≪一部新規≫ 

 

 高齢者が健康で便利に生活できるように、スマートシニアライフ基金等を活用したタブレット端末

の貸与や相談窓口の設置等を実施。 

〔債務負担行為の設定 (令和 4～5 年度)50,000千円〕 

 

※R3.7号補正 

 
○ 大阪デジタル改革推進体制検討調査事業 20,036)  

【スマートシティ戦略部】 ≪新規≫  
 大阪府や府内市町村におけるデジタル改革及びスマートシティ化の推進体制のあり方を検討す

るための調査を実施。 

 

 

 
○ 行政ＤＸの推進 1,222,579)  

【スマートシティ戦略部】 (839,325)  

 ・行政ＤＸ推進事業 42,683 (31,790) 

 住民の生活の質（ＱｏＬ）の向上に向けた行政ＤＸを推進するため、クラウドサービスの活用によ

り、申請・届出等にかかる行政手続きのオンライン化等を実施。 
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 ・情報基盤整備事業費 1,179,896 (807,535) 

≪一部新規≫ 

 庁内情報基盤及び庁内ネットワークの整備・更新、運用管理を行うとともに、新たに、府職員の

ニューノーマルな働き方を実現するため、次期ＩＣＴ環境を構築。 

 

 

 
○ 市町村デジタル化支援事業 50,284)  

【スマートシティ戦略部】 (50,214)  

 ・スマートシティ戦略推進事業費補助金 40,213 (40,214) 

 府域のデジタル化の推進を通じた住民のＱｏＬ向上を図るため、先端技術を活用した都市課題

等の解決に資する事業等を行う市町村に対し補助。 

 

 

 ・スマートシティ戦略推進アドバイザー派遣事業費 10,071 (10,000) 

 市町村のデジタル化を推進するアドバイザーを派遣し、ＤＸの推進及び業務システムの共同化

等を支援。 

 

 

 
○ 交通事業者によるＡＩオンデマンド交通先行モデルの構築 25,142)  

【スマートシティ戦略部】 ≪新規≫  
 市町村と交通事業者が連携して行うＡＩオンデマンド交通導入に向けた実証事業に対し補助。 

 

 

 
○ 公共交通におけるＭａａＳの促進 70,000)  

【都市整備部】 ≪新規≫  
 ウィズコロナ・アフターコロナにおける鉄道等のキャッシュレス導入やバスの共通データ化の整備

を行う事業者に対し、費用の一部を補助。 

 

 

 

３ 万博成功に向けた準備、ＩＲ開業に向けた取組みの推進 

○ 2025 年大阪・関西万博の推進 3,440,388)  

【万博推進局】 (3,220,142)  
 2025 年大阪・関西万博の会場建設費や大阪メトロ中央線の輸送力増強事業費を負担するととも

に、機運醸成や大阪パビリオンの建設、展示等の具体化などの事業を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和 4～7 年度)3,486,000千円〕 

 

※R3補正含む 

(7・8号) 

 
○ 統合型リゾートの大阪立地推進 121,669)  

【ＩＲ推進局】 (125,727)  
 世界最高水準の成長型ＩＲを実現するため、区域認定の申請及びＩＲの早期開業に向けた取組

みを進めるとともに、府民理解の促進を図るため府民全体、地元企業、大学生などを対象とした情

報発信等を実施。 
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○ たばこ対策推進事業 374,755)  

【健康医療部】 (284,731) 

≪一部新規≫ 

 

 改正健康増進法及び府受動喫煙防止条例に基づく府民・事業者への周知啓発等を実施すると

ともに、府条例で規制対象となる飲食店への支援として、相談窓口を設置し喫煙室整備や全面禁

煙化に伴う改装等にかかる費用の一部を助成。 

また、法・条例の施行に伴う屋外における喫煙対策として、市町村や民間事業者との連携による

「屋外分煙所」のモデル整備を実施。 

 

 

 
○ カーボンニュートラルに資する技術開発支援 500,000)  

【商工労働部】 ≪新規≫  
 カーボンニュートラルに資する最先端技術の 2025 年大阪・関西万博での披露及び万博後の次

世代グリーンビジネスとしての展開・拡大をめざし、試作設計や開発・実証を行う事業者に対し、必

要な経費の一部を補助。 

 

 

 
○ 環境配慮型バスの普及促進 503,000)  

【環境農林水産部】 ≪新規≫  
 バス事業者の脱炭素化を支援するため、電気バス（ＥＶバス）・燃料電池バス（ＦＣバス）の導入費

用の一部を補助。 

 

 

 
○ ＵＤタクシー普及促進事業 180,000)  

【都市整備部】 ≪新規≫  
 2025 年大阪・関西万博を見据え、ＵＤタクシーの普及促進を図るため、事業者に対し購入費用

の一部を補助。 

 

 

 
○ 淀川大堰閘門設置事業 966,667)  

【大阪都市計画局】 (266,667)  
 2025 年大阪・関西万博までに船舶の航行を可能とし、万博来場者への魅力向上等を図るため、

淀川大堰閘門設置工事（国直轄事業）の事業費の一部を法令に基づき負担。 

 

 

 

４ ＳＤＧｓ先進都市をめざす取組みの加速 

○ 脱炭素化に向けた取組み 398,658)  

【環境農林水産部、大阪港湾局】 ≪新規≫  

 ・環境保全基金事業 24,497 ≪新規≫ 

 食品輸送等ライフサイクル全体におけるＣＯ２削減に向けた手法の検討、温暖化対策にかかる

啓発人材の育成、環境負荷の低い消費行動に対するポイントの付与等を実施。 
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 ・自動車公害対策費（充電インフラ拡充事業・乗車体験等を通じた

ゼロエミッション車普及促進事業） 

205,161 ≪新規≫ 

 集客施設等における充電設備の設置費用の一部補助を実施するとともに、ゼロエミッション車の

走行性能や充放電機能等の体験機会を提供する普及啓発等を実施。 

 

 

 ・新たなエネルギー社会の構築推進事業 145,000 ≪新規≫ 

 中小事業者における省エネ診断の受診、省エネ設備や再エネ設備の更新等に要する費用の 

一部を補助。 

 

 

 ・港湾施設改修費（カーボンニュートラルポート形成計画策定事業） 24,000 ≪新規≫ 

 港湾地域における温室効果ガスの排出を全体としてゼロにすることをめざし、民間事業者も含め

た検討会を設立し、堺泉北港、阪南港を対象としたカーボンニュートラルポート形成計画を策定。 

 

 

 
○ プラスチックごみ対策の加速 23,416)  

【環境農林水産部】 (26,460)  
 プラスチックごみの流出防止対策等の検討、海洋プラスチックごみ対策の普及シナリオ等の検

討、マイ容器が利用可能な飲食店や小売店を検索できるウェブサイト「Ｏｓａｋａほかさんマップ」の

情報の充実等を実施。 

 

 

 
○ 都市緑化を活用した猛暑対策事業 397,102)  

【環境農林水産部】 (490,629)  
 多くの人々が暑くても待たざるを得ないバス停のある駅前広場等において、暑熱環境の改善を

図るため、市町村等が行う緑化及び暑熱環境改善設備の設置に対し補助。 

 

 

 

５ 国際金融都市の実現に向けた取組みの加速 

○ 国際金融都市推進事業 100,000)  

【政策企画部】 (50,000)  
 国際金融都市ＯＳＡＫＡの実現をめざして、金融系外国企業等を誘致するため、企業への個別

アプローチ、進出企業への補助やワンストップ窓口の運営などを、大阪市と共同して実施。 

 

 

 

６ 大阪のポテンシャルを活かした魅力あるまちづくりの推進 

○ 万博記念公園駅前周辺地区活性化事業 

(日本万国博覧会記念公園事業特別会計) 

340,901)  

【府民文化部】 (80,576)  
 万博記念公園駅前周辺地区において、「大規模アリーナを中核とした大阪・関西を代表する新

たなスポーツ・文化の拠点づくり」を推進するための環境整備として、万博記念公園中央駐車場等

の移転にかかる工事等を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和 4～5 年度)550,000千円〕 
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○ 大阪公立大学の運営 10,603,486)  

【府民文化部】 (11,065,143)  
 令和 4 年 4 月に大阪府立大学と大阪市立大学を統合し、新たに開学する大阪公立大学の運

営に要する経費を公立大学法人大阪に対し交付。 

 

 

 
○ 新大学学舎整備事業 5,438,179)  

【府民文化部】 (1,146,051)  
 新大学の森之宮キャンパス等の学舎整備及び改修等を行うため、公立大学法人大阪が実施す

る工事等に係る経費を補助。 

〔債務負担行為の設定(令和 4～7 年度)45,203千円〕 

 

 

 
○ 道路・鉄道ネットワークの整備 7,386,228)  

【都市整備部】 (6,180,568)  

 ・なにわ筋線の整備 486,928 (1,782,768) 

 国土軸上の新大阪や大阪都心部(キタ・ミナミ)と関西国際空港や大阪南部地域間のアクセス強

化等に資するなにわ筋線の整備を促進するため、整備主体である関西高速鉄道（株）に対して出

資・補助。 

 

 

 ・淀川左岸線延伸部の整備 200,000 (200,000) 

 広域的な高速道路ネットワーク機能を強化する淀川左岸線延伸部の調査、設計等(国直轄事

業)の事業費の一部を法令に基づき負担。 

 

 

 ・大阪モノレールの延伸 6,699,300 (4,197,800) 

 大阪都心部から放射状に延びる既存鉄道を環状に結節し、広域的な鉄道ネットワークを形成す

るとともに、沿線地域の活性化を図るため、大阪モノレールの門真市駅以南への延伸を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和 4～9 年度)16,990,300千円〕 

 

 

 
○ 都市基盤の機能強化＜一部再掲＞ 73,389,368)  

【都市整備部、大阪港湾局】 (78,840,651)  
 都市構造を変える道路整備など成長を支える都市基盤を整備。 

・道路及び街路の整備、連続立体交差、河川及び港湾等の整備等 

 

 

 
○ 都市基盤施設の維持管理 28,016,553)  

【都市整備部、大阪港湾局】 (28,008,423)  
 更新期を迎えつつある都市インフラを計画的に維持管理。 

・道路、河川、港湾及び公園の維持管理 
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○ グランドデザイン推進費 46,135)  

【大阪都市計画局】 (30,590) 

≪一部新規≫ 

 

 「グランドデザイン・大阪」及び「グランドデザイン・大阪都市圏」で示した多様な価値を創造する

大都市大阪の実現に向けた取組みを実施するとともに、新しいまちづくりのグランドデザイン策定

に向けた検討調査を実施。 

・新大阪駅周辺地域まちづくり検討調査（大阪市と共同実施） 

・大阪城東部地区まちづくり検討調査（大阪市等と共同実施） 

・夢洲のまちづくり検討調査（大阪市と共同実施） 

・新しいまちづくりのグランドデザイン検討調査（大阪市及び堺市と共同実施） 

 

 

○ 港湾の国際競争力の強化 8,000)  

【大阪港湾局】 (9,000)  
 府営港湾及び大阪市営港湾の取扱貨物量・コンテナ取扱量の増加を図るため、府市相互に連

携し、船舶の増便等を行った船社に対して補助。 

 

 

 

７ 自然災害の教訓を踏まえた災害対応力強化 

○ ため池の防災・減災対策 1,411,247)  

【環境農林水産部】 (1,733,039)  
 ため池の耐震化等の防災・減災対策を実施するとともに、水位や雨量をリアルタイムで把握する

防災テレメータシステムの設置を実施。 

 

 

 
○ 三大水門の更新 367,000)  

【都市整備部】 (80,000)  
 三大水門（安治川水門・尻無川水門・木津川水門）の更新に向けて、木津川水門の築造工事及

び安治川水門の詳細設計等を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和 4～12 年度)10,800,000千円〕 

 

 

 
○ 防潮堤液状化対策 797,000)  

【都市整備部】 (3,314,000)  
 南海トラフ巨大地震に伴う液状化により沈下する恐れがある防潮堤について、浸水被害が想定

される区間において、緊急性の高い箇所から地盤改良工事等を実施。 

〔債務負担行為の設定(令和 4～5 年度)548,000千円〕 

 

 

 
○ 密集住宅市街地の地震対策 2,714,291)  

【建築部】 (2,918,116)  

 ・密集住宅市街地整備促進事業費補助金 906,961 (855,959) 

 地震時等に大きな被害が想定される密集市街地の防災性の向上や住環境の改善のため、老朽

住宅の除却や建替え、道路・公園などの公共施設の整備を行う市に対し補助を実施。 

・老朽住宅除却における個人負担率：1/6 
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 ・延焼遮断帯整備促進事業 1,807,330 (2,062,157) 

 密集市街地における延焼拡大の抑制、避難路・緊急車両の通行経路の確保のため、延焼遮断

帯として広幅員の道路を整備。 

・三国塚口線（物件調査・用地取得・工事等） 

・寝屋川大東線（物件調査・用地取得・工事等） 

〔債務負担行為の設定 道路工事(令和 4～5 年度)298,000千円〕 

〔債務負担行為の設定 用地取得(令和 4～6 年度)1,707,486千円〕 

 

 

 
○ 建築物の耐震化の推進 1,092,900)  

【建築部】 (1,062,639)  
 「住宅建築物耐震 10 ヵ年戦略・大阪」に基づき、住宅・建築物等の耐震化を進めるため、市町

村や所有者に対し補助を実施。 

 

 

 

その他              

 

○ 庁舎安全確保対策事業 49,294)  

【総務部】 (13,597)  
 来庁者及び職員等、庁舎利用者の安全を確保するため、府庁本館及び別館に機械式ゲートを

設置し、庁舎への入退館にかかるセキュリティを強化。 

 

 

 
○ 大阪母子医療センターの建替整備 2７,930)  

【健康医療部】 ≪新規≫  
 大阪母子医療センターの現地建替え整備に向けた基本計画策定に要する費用の一部を負担。 

 

 

 
○ 大阪府中央卸売市場の再整備検討（大阪府中央卸売市場事業会計） 68,090)  

【環境農林水産部】 ≪新規≫  
 民間資本を活用した建替え再整備の具体的な検討を進めるため、市場の施設規模やゾーニング、概算

整備費等を盛り込んだ再整備基本計画を策定。 

〔債務負担行為の設定(令和 4～5 年度)70,950千円〕 

 

 

 
○ 警察署の建替等整備 970,223)  

【公安委員会】 (4,976,200)  
 警察施設としての機能維持を図るため、老朽化、狭隘化が著しい警察署の建替え等を実施。 

 

 

 ・守口警察署移転建替整備 （旧庁舎撤去） 

・八尾警察署移転建替整備 （基本設計等） 

・和泉警察署移転建替整備 （基本設計等） 

・貝塚警察署移転建替整備 （基本設計等） 

・高槻警察署移転建替整備 （基本設計等） 

・生野警察署移転建替整備 （基本計画） 

（令和 3 年度竣工） 

（令和 7 年度竣工予定） 

（令和 7 年度竣工予定） 

（令和 7 年度竣工予定） 

（令和 8 年度竣工予定） 

（令和 9 年度竣工予定） 

371,899 

327,548 

98,502 

77,595 

90,387 

4,292 
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（１）性質別内訳 単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

30.9 29.2 101.9

19.7 18.5 101.5

1.8 1.9 117.2

9.4 8.8 100.1

9.1 8.2 97.8

4.7 4.5 100.9

2.7 2.2 85.7

2.0 2.3 121.7

55.3 58.1 113.2

25.6 20.4 85.5

23.1 30.0 139.9

1.0 0.8 88.3

5.6 6.9 134.2

100.0 100.0 107.7

80.5 82.2 110.0

54.0 50.7 101.1

  ＊ 人件費、公債費、税関連歳出、社会保障関係経費（義務的経費）の合計

（２）目的別内訳 単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

0.1 0.1 99.9

4.4 4.2 101.8

10.1 10.2 108.9

13.5 17.7 141.1

26.7 25.1 101.4

0.5 0.5 105.4

3.8 3.3 92.5

0.0 0.1 皆増

0.3 0.2 84.0

7.8 7.3 100.0

16.0 15.2 102.7

16.8 16.1 103.4

100.0 100.0 107.7

都 市 計 画 費 0 4,446 4,446

増  減  額

増  減  額R４当初

R４当初

福 祉 費

総 務 費

健 康 医 療 費

都 市 整 備 費

建 築 費

そ の 他

3,779,801

商 工 労 働 費

環 境 農 林 水 産 費

教 育 費

警 察 費

建 設 事 業 費

人 件 費

税 関 連 歳 出

う ち 一 般 歳 出

議 会 費

貸 付 金

合 計

積 立 金

令和４年度当初予算【計数表】
歳 出

区  分

義 務 的 経 費

扶 助 費

公 債 費

R３当初

R３当初

う ち 義 務 的 支 出 ( ＊ )

国 庫 補 助

目 的 別

補 助 金 等

10,584

21,035

10,206

245

▲ 7,019

そ の 他

単 独

一 般 施 策 経 費

935,106

154,818

9,579

274,738

18,323

274,807

合 計

66,480

282,095

271,222

1,418

15,186

255,788

▲ 130,067

85,209

82,780 ▲ 13,768

2,195,374

768,671

1,135,127

1,083,708

330,959

61,544

691,204

1,104,743

701,411

1,939,586

34,954

1,896,262 1,916,433

2,823,951

3,508,579

811,652

898,739

260,721

30,855

167,989

3,106,046

3,779,801

194,241

96,549

70,022

311,696

72,128

331,204

318,715

166,571

20,171

323,475

▲ 4,099

69

▲ 10,115

387,201

157,592

2,617

124,983

948,308

19,305

667,909

8,049

2,619

135,098

355,519

473,445

15,372560,058

609,152 19,876

575,430

13,202

194,464

2,775

31,682

▲ 3

983

▲ 1,530

589,276

3,508,579 271,222
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（３）部局別内訳 単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

0.0 0.0 95.1

0.4 1.3 316.7

0.1 0.1 108.6

0.8 0.7 92.9

19.6 17.9 98.4

0.1 0.1 156.8

0.7 0.8 114.7

0.0 0.0 96.3

10.1 10.2 109.0

13.5 17.7 141.1

26.7 25.1 101.4

0.5 0.5 105.1

3.8 3.2 92.8

0.0 0.1 333.8

0.1 0.1 97.9

0.3 0.2 89.4

7.8 7.3 100.0

15.5 14.7 102.2

100.0 100.0 107.7

〔参考〕部局別フルコスト予算の内訳

単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

0.0 0.0 95.1

0.5 1.3 281.2

0.1 0.1 108.6

0.9 0.7 89.3

15.2 13.9 98.9

0.1 0.1 156.8

0.8 0.8 114.4

0.0 0.0 96.3

10.2 10.3 108.8

13.8 18.1 141.3

26.7 25.1 101.3

0.6 0.6 105.8

6.8 6.0 94.5

0.0 0.2 233.0

0.2 0.2 93.4

0.3 0.3 81.0

8.0 7.4 99.9

15.8 14.9 101.7

100.0 100.0 107.7

万 博 推 進 局 3,168 3,440 272

大 阪 都 市 計 画 局 2,351 5,477 3,127

万 博 推 進 局 3,168 3,440 272

大 阪 都 市 計 画 局 1,332 4,446 3,114

▲ 1,934

▲ 14

▲ 9,432

31,833

大 阪 港 湾 局 6,264 5,854 ▲ 410

ス マ ー ト シ テ ィ 戦 略 部 2,919 4,577 1,659

大 阪 港 湾 局 4,292 4,201 ▲ 90

ス マ ー ト シ テ ィ 戦 略 部 2,919 4,577 1,659

484,270

12,609

199,783

357,471

30,445

17,791 50,035 32,244

部 局 名

公 安 委 員 会

健 康 医 療 部

府 民 文 化 部

副 首 都 推 進 局

R３当初 R４当初

新公会計制度の導入を踏まえ、下記のとおり職員費や公債費を含むフルコスト予算（事業費＋職員費＋公債費）を整理

健 康 医 療 部

R３当初

教 育 庁

公 安 委 員 会

商 工 労 働 部

環 境 農 林 水 産 部

建 築 部

合 計

都 市 整 備 部

R４当初 増  減  額

副 首 都 推 進 局

政 策 企 画 部

環 境 農 林 水 産 部

Ｉ Ｒ 推 進 局

財 務 部

福 祉 部

総 務 部

総 務 部

福 祉 部

財 務 部

府 民 文 化 部

Ｉ Ｒ 推 進 局

281

688,267

都 市 整 備 部

合 計

教 育 庁

商 工 労 働 部

建 築 部

部 局 名

政 策 企 画 部

9,706

3,779,801

555,006 564,712

130,704

271,222

▲ 956

15,229

274,807

473,445

542,399 554,495

19,425

9,015

27,385

665

25,930

8,058

121,272

69

935,106

3,508,579

194,464

947

12,095

3,779,801

13,202

25,450

948,308

667,909

387,046

▲ 10,795

48,229

▲ 2,184

▲ 13,128

280,209

225,182238,310

950,126

20,555 21,757

32,999

677,472

641 ▲ 25

3,81329,743

増  減  額

295 ▲ 14

▲ 3,254

281

295

355,213

274,738

18,477

▲ 258

1,202

937,516

280,467

9,327

531,621 525,889 ▲ 5,732

665 641 ▲ 25

27,954 31,975 4,022

27,190

389,075

271,222

684,054

3,508,579

11,511

31,604

26



２

単位：百万円、％

構成比 構成比 前年度比

34.5 36.4 113.6

〔116.8〕

【122.9】

8.2 8.0 105.2

9.6 12.2 136.1

〔140.8〕

11.2 10.9 105.1

5.5 5.3 104.2

2.9 4.1 155.1

2.7 4.0 157.0

0.2 0.1 82.8

8.1 7.9 103.9

10.6 19.4 197.6

11.8 3.9 35.2

2.4 2.6 116.2

1.2 0.2 17.8

8.0 0.9 11.7

0.2 0.2 123.7

31.9 28.2 95.3

25.6 20.1 84.4

2.7 4.7 191.4

3.6 3.4 101.8

100.0 100.0 107.7

97.3 95.3 105.4

55.7 50.3 97.2

  ＊地方税、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税など使途が特定されない財源。

  ※ 端数処理の関係上、各項目の合計額が合わないことがある。

そ の 他

府 税

府 債

行 政 改 革 推 進 債

臨 時 財 政 対 策 債

通 常 債

地 方 譲 与 税

そ の 他

そ の 他 の 税

法 人 二 税

〔特別法人事業譲与税込み〕

地 方 消 費 税

区  分

【 実 質 税 収 】

個 人 府 民 税

R３当初 増  減  額

〔特別法人事業譲与税込み〕

R４当初

歳 入

合 計

う ち 一 般 財 源 （ ＊ ）

特別法人事業譲与税

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

財 政 調 整 基 金 除 く

財 政 調 整 基 金

貸 付 金 元 利 収 入

減 収 補 塡 債

国 庫 支 出 金

93,500

1,955,762 1,900,311 ▲ 55,451

3,600,839

155,542

5,800

100,295

96,449

19,955

3,508,579 3,779,801

130,070

178,962

7,900

4,800

83,335

392,137

▲ 268,754414,734

185,7603,415,079

8,534

1,067,205

758,173

▲ 1,000

15,032

201,850

280,000

〔177,163〕

8,060

361,799

11,000

55,247

271,222

13,528

1,635

85,462

2,286

▲ 36,600

▲ 52,276

▲ 247,317

▲ 140,023

1,377,103 165,206

145,980

96,863

32,683

412,092

122,159

303,020

460,141

151,453

296,600

6,899

44,500

1,119,480

127,784

898,196

〔220,210〕

【227,410】【993,875】

〔1,308,346〕

1,211,897

【1,221,285】

〔1,528,556〕

337,982

〔611,594〕〔434,431〕

287,988

370,773

285,600

193,790

732,572

55,004
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（参考） 独自指標の状況について

（※令和４年度当初予算編成時点における令和４年度末見込の数値）

（Ⅰ）正味収支（条例第17条第2項第1号）

【算定式】 

正味収入〔歳入総額―本来当該年度以外の年度に属すべき歳入〕

 －正味支出〔歳出総額－本来当該年度以外の年度に属すべき歳出（減債基金返済金含む）〕

【算定結果】 

億円

（Ⅱ）本来収支（条例第17条第2項第2号）

【算定式】 

本来収入〔正味収入-補完的な収入〕-正味支出

【算定結果】 

億円

（Ⅲ）実質府債残高倍率（条例第17条第2項第3号）

【算定式】 

【算定結果】 

（Ⅳ）収益的収支比率（条例第17条第2項第4号）

【算定式】 

 収益的支出〔正味支出-資本的支出〕

 収益的収入〔本来収入-資本的収入〕

【算定結果】 

％

172

▲ 622

全会計府債残高-減収補塡債-減税補塡債-臨時税収補塡債-猶予特例債-臨時財政対策債

1.44

94.0

税収+地方交付税+特別法人事業譲与税+臨時財政対策債
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＜参考＞ 府債の状況

１  府債発行額・残高等の状況

単位：億円

54,042 3,661 2,854 5,033 55,523 1,460 3,280 5,895

7,331 220 671 1,033 7,189 187 243 589

61,374 3,881 3,525 6,066 62,713 1,646 3,523 6,485

33,898 2,800 1,603 2,751 35,550 406 1,520 2,874

27,476 1,081 1,922 3,316 27,162 1,241 2,003 3,611

２  公債管理特別会計の状況

単位：億円

8,896

54,368

7,030

61,398

112.7%

34,602

26,795

増  減  額 前年度比

762 109.4%

R4当初

3,309

利 子 支 払 額 241

歳 入 の 主 な も の R3当初

一 般 会 計

手 数 料 30

歳 出 の 主 な も の R3当初

元 金 償 還 額 5,484

積 立 金 2,216

特 別 会 計

全 会 計

そ の 他

区  分 R3当初

公債管理特別会計 8,135

区  分
R2
残高 新規

発行額
借換債

元金
償還額

新規
発行額

借換債
元金
償還額

残高
見込

R3補正後

残高
見込

R4当初

臨時財政対策債等

一般会計繰入金

▲ 9 71.1%

3,311 2 100.1%

R4当初 増  減  額 前年度比

6,180 696

208 ▲ 34 86.1%

106

379 113.1%

505 139.1%1,795

104.8%2,322

21

一般会計繰入金 3,309 3,311

借 換 債 2,901

減債基金繰入金 1,290

2 100.1%

増  減  額 前年度比

3,280

R4当初

29


